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 9月議会最終日（21日）、国と国会に対する 2つの意見書を
全会一致で可決した朗報が甲良町議会から発信されました。

可決された意見書は「子ども医療費助成に係る国民健康保険

の国庫負担減額調整措置の廃止を求める」（岡田議員、山田裕

康議員の連名で提出）ものと「臨時国会でＴＰＰ協定を批准

しないことを求める」（西川議員、阪東議員の連名で提出）2
件です。議会全員協議会で西澤議員が文案を示し意見書の必

要性を提起していたもの。町民と地域を守るための論議が出

され、意見書が可決された意義は大きいものがあります。 

 医療費無料化拡大＝ 

小中学生 517 人が利用！！ 

――予算決算常任委員会の審査報告より―― 
平成 27年度は、中学校卒業まで医療費無料化を拡大したこ
とで、小中学生 517人、5,242件分の利用。約 970万円の町
単独負担でした。 

 
 
 
 

子どもの医療費助成

に係る国民健康保険

の国庫負担減額調整

措置の廃止を求める

意見書 
少子化対策として子育て世

代の負担軽減を図り、子どもの

疾病の早期診断・治療を目的に

滋賀県、そして県内ほとんどの

市町は県制度と連携を図りな

がら、住民の願いに応えて福祉

医療制度を充実させてきまし

た。滋賀県内では高校生まで助

成を拡大している豊郷町をは

じめ、我が町を含む多くの自治

体で中学校卒業まで助成を拡

大しています。そして現在では、

全国すべての都道府県が地方

単独の医療費助成を実施する

までになっています。 
 一方、国はこのような地方自

治体の現物支給方式の医療費

助成の取り組みに対して、医療

費の波及増分は実施自治体が

負担すべきものとして、本来、

国が負担すべき国民健康保険

国庫負担金等の減額措置

を講じています。滋賀県

の福祉医療全体では、県と市町

で総額約 6億 571万円（推計）、
甲良町では約 571万円（推計）、
その内、乳幼児から小中学生を

含む福祉医療では約 105 万円
（推計）もの減額となっていま

す。 
 今、国は少子化に伴う人口減

少問題に全力で取り組むとし

ています。しかし、こうした減

額調整措置を行うことは、地方

自治体による少子化・人口減少

対策に逆行するものと言わざ

るを得ません。 
我が町は人口減少が著しく、

地域が継続できるかが危ぶま

れる重大な岐路に立たされて

います。こうした危機的な状況

を打破するためにも、若い世代

が安心して結婚・子育てできる

環境整備が不可欠であり、子育

てに係る負担を軽減するなど、

少子化対策を抜本的に強化す

る必要があり、現にそのための

施策を一歩ずつ進めていると

ころです。 
国においては、全ての子供を

対象とする国による医療費助

成が制度化されるまでの間、地

方自治体が行う子どもの医療

費助成に係る国民健康保険の

国庫負担減額調整措置を廃止

するよう強く要望するもので

す。 
 
以上、地方自治法第 99 条の

規定により意見書を提出しま

す。 
提出先 
内閣総理大臣 
厚生労働大臣 
 

臨時国会でＴＰＰ協

定を批准しないこと

を求める意見書 

安倍内閣は、ＴＰＰ協定をこ

の臨時国会で批准させようと

しています。しかし、国民的な



平成 27年度一般会計認定 賛成５、反対５＝議長裁定で可決 
 プレミアム商品券販売をめぐる混乱、公金横領事件の発覚、税の２重請求など不祥事が相次い

だ平成 27 年度の町政運営。委員会審議では批判が続出。9 月議会最終日、一般会計の決算認定
の採決が行われ、賛成５、反対５の同数（山田裕康議員が「監査委員として認めており、議員と

しては反対であるため採決に加わるのは適切でない」などと退席したため）となり、木村議長が

賛成の意見を述べ、ギリギリ可決しました。その議長の「賛成」理由が、滞納克服の不十分さと

不納欠損（町が税等の徴収権を放棄すること）の不明朗さなどを指摘せざるを得ず、実質は「反

対」と受け取れるものだったのか、一瞬ざわつく一幕がありました。 
2  

 協定内容もやり方も反国民的 

 西澤議員は次のように賛成討論（要旨）。①町が発注する公

共事業がアメリカ巨大建設企業に占有され（下図参照）、地元

企業優先などが禁止される危険性が高い、②「遺伝子組み換え

ではない」との食品表示など食の安全を守る日本制度が「非関

税障壁」だとして国外企業から訴えられるＩＳＤＳ条項、③交

渉経過は全て黒塗り「民主主義」に反する、④6,000ページに
およぶ協定書の内、日本語に翻訳されたのはわずか 2,000ペー
ジだけ。国民に知らせず強行することを許してはならない。 

論議が尽くされたとはとても

言える状況ではありません。 

そもそもＴＰＰ協定は農業

分野だけでなく、保険、医療、

自治体が発注する公共事業な

ど、あらゆる分野の関税撤廃を

最大の目的とした協定であり、

貿易の障害となる国内制度・法

律をも「非関税障壁」と見立て

て撤廃を迫り、経済主権、国家

主権をも脅かす危険性をもつ

ものです。 

先の通常国会では、交渉過程

を示した資料はタイトルと日

付以外はすべて黒塗りで、協定

の内容も交渉過程も国民には

ひた隠しにした姿勢が痛烈な

批判を浴びました。 

その不十分な情報の下での

審議ですら、①ＴＰＰ協定には

関税の撤廃・削減をしない「除

外」規定が一切存在しないこと、

②付属書で、日本だけが農産物

輸出大国５カ国との間でさら

なる関税撤廃に向けた見直し

協議を特別に義務付けられて

いること、③一切手を付けさせ

なかったという 155の細目も、
品目で見れば「無傷」のものは

ただの一つもないという事実

を、石原ＴＰＰ担当相と森山農

相は、認めざるをえませんでし

た。 

これらの内容が「農林水産分

野の重要五品目などの聖域の

確保を最優先し、それが確保で

きないと判断した場合は、脱退

も辞さないものとすること」と

した国会決議に違反している

ことは明らかです。 

そのうえ、ＴＰＰ１２カ国で

国内手続きが完了している国

はひとつもありません。特にＴ

ＰＰ協定の発効に必須である

アメリカの動向は、大統領候補

二人ともがＴＰＰ反対を表明

するなど、ますます混迷と矛盾

を深めており、ＴＰＰの発行自

体が危ぶまれています。このよ

うな中で日本が先んじて批准

すべきではありません。 
 よって、ＴＰＰ協定の批准は

臨時国会で性急に行なわない

ことを強く求めます。 

 以上、地方自治法第 99条の
規定により意見書を提出しま

す。 

提

出先 

衆議員議長 

参議院議長 
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